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論　文
えひめの地域づくり

ら進められたまちづくりでありました。当時とし
ては民間主導型で進められたまちづくりという点
では、民間の取組みの公益性を問う意味でも、次
世代のまちづくりにつながる特筆すべきものがあ
るといえるのではないでしょうか。いずれにして
もこの世代のまちづくりは、傑出したリーダーが
先導して、次世代へのまちづくりの道を拓いたも
のであったと思います。

（２）第二世代
　この時代は、住民参加とか行政参加といったよ
うな言葉に象徴されるように、まちづくりの主体
性が問われていった時代だったと思います。高度
成長やバブル経済の崩壊という経験を踏まえて、
人口減少、少子化、高齢化、低成長など縮小して
いく社会が生み出す様々な生活課題が顕在化して
きた時代です。加えて、住民の暮らし方が多様化
し、それに伴いそれぞれの暮らしの中にある課題
への支援も多様化している時代でもあります。
　この時代のまちづくりは、目の前にある地域課
題解決型の取組みで、多様な意見を出し合いなが
ら、これらの意見を調整しながら、行動目標を作
り上げていく取組みであるといえます。このよう
な地域づくりにおいては、調整型リーダーの存在
がカギとなります。
　愛媛県において、これらのまちづくりが比較的
うまく進んでいくことができたのは、愛媛県内の
まちづくり塾などの多さが関係していると思われ
ます（平成３年の財団法人地域活性化センターの
調査結果による。次頁の表を参照）。これは、愛

媛県の施策によって、生活文化若者塾や女性塾な
ど多くのまちづくり組織が生み出されてきたこ
と、さらに地域コミュニティを中心とした若者の
運営によるものも多く、そこで育成されたまちづ
くりのリーダーの存在が良い方向に影響している
と思われます。
　そのような背景の下、住民主体のまちづくりが
言われ始めました。広域合併後、行政の規模が大
きくなったことにより、行政と住民との距離が遠
ざかったこと。また、人々の暮らしの多様化に応
じたサービスを求めるなど、結果的に行政サービ
スに満足できない住民が増えてきました。さら
に、大規模自然災害が多発してきて、一時的にで
も行政サービスが行き届かなかったりしました。
このように、行政サービスの限界が見えてきたこ
となどの要因があるといえます。また、財政的に
も税収に基づく行政サービスの維持が難しくなっ
た事情も拍車がかかっている時代でもありまし
た。住民の多様な課題（ニーズ）の解決には、課
題に直面している住民が担うことが合理的な場合
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